
※主な事業とは、市が実施しようとする新規事業・投資的経費等を中心に抜粋したもので、市が行う全ての事業を掲載したものではありません。

子ども未来部 （単位：千円）

担当課 小事業 要求額 要　求　内　容 査定額 査定理由

子ども政策
課

多子世帯支援経費 9,770
子育て世帯の経済的負担軽減のため、第３子以降の子どもを出産した家
庭に育児用品の購入等に使用できる奈良市ポイントを付与する。

3,850 C

子ども政策
課

認定こども園施設整備
事業

50,940 （仮）辰市こども園新園舎建設後、辰市保育園舎の解体を行う事業 40,000 B

子ども政策
課

（仮）伏見こども園建設
事業

211,783 （仮）伏見こども園を建設するための施設整備を行う事業 180,000 B

子ども政策
課

（仮）学園南こども園建
設事業

833,311 （仮）学園南こども園を建設するための施設整備を行う事業 772,000 B

こども園推
進課

認定こども園給食業務
委託経費

81,600
平成30年４月から開園する朱雀こども園、平城こども園、東登美ヶ丘こども
園の給食提供に要する経費

79,740 B

こども園推
進課

認定こども園移行準備
経費

59,630
市立幼保施設を再編し、認定こども園を設置するに当たって必要な園児用
備品等の初度調弁

55,064 B

こども園推
進課

長寿命化計画策定経
費

9,991 市立幼保施設について、長寿命化計画（個別施設計画）策定を行う経費 0 D

こども園推
進課

児童福祉施設整備事
業

16,563 市立保育所の老朽化した施設・設備の補修 0 D

こども園推
進課

認定こども園施設整備
事業

26,996 市立こども園の老朽化した施設・設備の補修 12,000 D

こども園推
進課

幼稚園施設整備事業 1,290 市立幼稚園の環境改善のための施設・設備の補修 1,000 B

保育所・幼
稚園課

私立幼稚園２歳児受入
推進事業補助経費

4,505
待機児童解消に向け、児童の幼稚園就園を促進することを目的として、２
歳児保育を実施している幼稚園に対して補助を行う経費

4,500 B

保育所・幼
稚園課

子ども・子育て支援業
務システム調達経費

10,414
入園者の利便性向上と業務の効率化を図るため、子ども・子育て支援業
務システムの調達・入替を行う経費

9,000 B

保育所・幼
稚園課

民間保育所等宿舎借り
上げ補助経費

34,560
保育施設を運営する事業者を対象に、宿舎借り上げに要する費用の一部
を補助する経費

11,340 B

保育所・幼
稚園課

民間保育所賃貸物件
利用補助経費

6,156
賃貸物件を利用し、保育所を運営する事業者を対象に、賃貸料の一部を
補助する経費

6,156 A

保育所・幼
稚園課

小規模保育事業運営
補助経費

2,800
小規模保育事業所において安定的に職員を確保することを目的として、職
員の給与改善に対して補助を行う経費

0 E

保育所・幼
稚園課

企業主導型保育事業
所備品購入費補助経
費

4,000
地域枠定員を認可保育所の最低基準である20名以上に設定する企業主
導型事業所に対して、開設時の備品購入費の一部を補助する経費

0 E

保育所・幼
稚園課

私立幼稚園就園奨励
費補助経費

90,566
入園料及び保育料を軽減するための幼稚園就園奨励費の補助基準額及
び補助対象所得階層を拡充する経費

0 E

保育所・幼
稚園課

児童福祉施設整備費
補助事業

355,705
待機児童解消、子育て環境の充実を目的として新たに設置する民間保育
所、病児保育施設の整備に対して補助を行う事業

355,705 A

子ども育成
課

子ども医療現物給付導
入準備経費

10,228
子ども医療費助成制度について、平成31年８月診療分から、未就学児の
現物給付導入に伴うシステム改修及び事務員の任用に要する経費

8,936 B

子ども育成
課

ファミリー・サポート・セ
ンター経費

3,441
妊娠中または出産後の家庭に対するホームヘルパー派遣や、多子世帯等
の利用者の負担額の一部を助成する経費

3,349 B

子育て相
談課

学習支援経費 5,750 経済的困難を抱える世帯の子どもを対象に、学習支援を行う経費 5,611 B

平成30年度　主な事業の要求・査定状況



査定理由 Ａ：要求どおり全額を認めているもの

Ｂ：単価・数量・金額を精査し、所要額を予算措置したもの

Ｃ：実施方法の変更や内容の見直しを行い、所要額を予算措置したもの

Ｄ：優先順位をつけ、一部もしくは全部を次年度以降に先送りしたもの

Ｅ：実施時期・事業効果の検討等、内容調整が必要と判断したもの

Ｆ：国の補正予算を活用して、一部もしくは全部を平成29年度に前倒ししたもの


